
1. 補助事業の具体的取組内容 
■ 会社概要 
当社は 1978 年 6 ⽉に設⽴し、創業 45 年⽬を迎える企業である。豊橋
市を中⼼とした東三河地域で、⼾建て住宅・共同住宅から、事業⽤ビ
ルや店舗、病院まで、幅広い建築物の新築⼯事を請け負っている。ま
た、新築⼯事のみではなく住宅のリフォーム業も⾏っている。「みんな
の幸せを形にする」を理念としており、建物の新築・リフォームを通
じて、地域の皆様にとって過ごしやすく、魅⼒ある街づくりに貢献す
ることを⽬標としている。 

 

■ 事業環境 
商圏：豊橋市を中⼼とした東三河地域（本社から半径 30km 以内） 
本社所在地：愛知県豊橋市⼤⼭町字⻄⼤⼭ 52 番地 従業員：34 名 
⽇本産業標準区分：建設業−総合⼯事業−⼀般⼟⽊建築⼯事業−⼀般⼟⽊建築⼯事業 

 
 
 
 
 
 

 
本社外観 

 

■ 各事業概要 
①⼀般⼯事請負業 売上⽐率・・・約 85％ 
取引先からの依頼で、⼾建て住宅、事務所ビル、店舗、⼯場や倉庫、病院・学校などの公共施設等、幅広い建
築物についての新築⼯事を主としつつ、増改築やメンテナンスも請け負っている。 
● 取引先（事業主、元請け） 
・不動産デベロッパー・⼤⼿ゼネコン・ハウスメーカー 
・建築コンサルタント、設計監理事務所 
・官公庁（国・県・市）主に愛知県と豊橋市の公共⼯事⼊札 
・法⼈・個⼈事業主（店舗、事務所、⼯場などの事業⽤施設の新築・メンテナンス） 
●施⼯事例 

 
⼾建て住宅新築⼯事 賃貸アパート新築⼯事 ⽼⼈ホーム新築⼯事 

   
 

マクドナルド１号線⼩坂井店新築⼯事 ⼯場棟(株式会社 C.I プラント様)新築⼯事 ガソリンスタンド新築⼯事 
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● 直近実績 
・受注数：276 件 ・売上⾼ 16 億 8500 万円 
②住宅リフォーム事業 売上⽐率・・・約 12% 
LIXIL リフォームショップ（FC）の加盟店として⾃社で集客を⾏い、住宅リフォームを⾏なっている。 
●施⼯内容 
内装リフォーム、増築・減築リフォーム、⽔回りリフォーム（トイレ、キッチン、浴室）、⽞関リフォーム等 
● 集客経路 
・地域に向けてチラシの配布 
・⾃社作業場でイベントの実施（右写真） 
・LIXIL ショールームからの紹介 
● 直近実績 
・受注数 291 件 ・売上⾼ 2 億 4300 万円 
③その他 売上⽐率・・・約 3% 
・東三河地域で物件の賃貸・売買を仲介する「不動産売仲介業」を⾏っている。 
・⾃社保有の太陽光発電設備を⽤いて発電した電気を売る「エネルギー事業」を⾏っている。 

 

■ SWOT 分析 
● 強み 
◯有資格者数の多さ 
資格を持っており、実績や技術⼒のある社員が多い。詳細は以下の通り。 

資格名 ⼈数 資格内容 
⼀級建築⼠ 3 名 あらゆる種類の建物の設計が可能。 
⼆級建築⼠ 9 名 住宅の設計が可能。 

⼀級建築施⼯管理技師 8 名 施⼯計画の作成、⼯程管理、品質・安全⾯の指導ができる。 
⼀級建築⼤⼯技能⼠ 1 名 実務経験 7 年以上/⼤⼯としての知識・技術の証明 
⼆級建築⼤⼯技能⼠ 7 名 実務経験 2 年以上/⼤⼯としての知識・技術の証明 

既存住宅状況調査技術者 3 名 ・既存住宅の劣化・不具合の状況について調査することができる。 
その他 9 名 ⼟⽊施⼯管理技⼠、給排⽔、電気⼯事⼠、宅地建物取引⼠、他 

◯技術⼒のある⼤⼯の多さ 
上述の通り、⾃社に「⼀級建築⼤⼯技能技師」1  名、「⼆級建築⼤⼯技能⼠」7  名がいる。下請けメインであま
り⾃社で集客を⾏わない「施⼯会社」だからこそ、社員の技術⼒・実績を上げることに注⼒してきており、技
術⼒の⾼い技能職⼈材を有している。 

 
 

顧客 
(依頼主) 



◯「住宅状況調査」の実績 
住宅状況調査とは、中古住宅のリフォームや売買を 
⾏う際に事前に建物の状況を把握するために 
・既存住宅の構造上主要な部分（⼟台、壁、柱等）
に⽣じているひび割れ 
・屋根・外壁等の⾬漏り等の劣化・不具合の状況
を⽬視・計測等により調査することである。 
当社にも「既存住宅状況調査技術者」の有資格者が 3
名いるが、これは建物の構造を理解し設計をするこ
とができる「建築⼠」のみが取れる資格である。 
◯事業⽤建築物の新築・メンテナンス実績 

 
 
 
 
 
 
 
 

住宅状況調査の報告書（⼀部） 

事業⽤建築物の新築やメンテナンスを請け負っているため、ビルや店舗・ 
⼯場や倉庫等の建築物についても詳細な構造や劣化しやすい部位等を理解 
している。 
◯公共⼯事格付けにおける評価 
既存事業で公共⼯事（病院、学校等）を⾏なっているが、建設許可を得る
ためには施⼯管理技師等の有資格者数と⼯事実績による⾏われる点数付け
でランクを獲得する必要がある。当社は⼀級建築施⼯管理技⼠を 8 名有し
ており、豊橋市における建設⼯事業者格付けは最⾼の A ランクとなってい
る。 
◯経営者コミュニティの⼈脈 
地元中⼩企業の経営者コミュニティに所属しており、コミュニティに参加
している 300 ⼈ほどの事業者と繋がりがある。 
◯IKKO NEWS でのつながり 
地元会合等で名刺を交換した 350 ⼈ ほどの事業者に対して「IKKO 
NEWS」というニュースレターを毎⽉配信している。（右写真） 
● 機会 
◯国の ZEB 推進（ZEB・・・省エネ化された事業⽤の建築物のこと。詳細は後述） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

IKKO NEWS 

地球温暖化対策のため、国は 2020 年 10 ⽉に「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにし、脱酸
素社会を⽬指す」ことを宣⾔し、事業⽤建築物（事務所ビル、商業施設等）において CO2 排出量を 2013 年度 
⽐で 51%削減するという⽬標を設定している。 
それに伴い、建物を省エネ化（ZEB  化）にする取組に対し、各種補助⾦制度・⽀援制度を設けている。 
◯事業⽤建築物のリフォーム需要増 
国⼟交通省によると、法⼈等の⾮住宅建築
物 （ 事 業 ⽤ 建 築 物 ） の 竣 ⼯ ⾯ 積 は 
1991~2000 年が第⼀位、1981~1990 年が第 
⼆位となっている。今後  10  年の間に築 
30~40  年を迎え、耐⽤年数を迎える建物が
増えることから、リフォーム需要が増えてい
くことが予想される。 
◯地域に ZEB 化リフォームに取り組む事業者がいない 
地域に「既存建物の ZEB 化リフォーム」を提供している建設業者がまだいない。 

調査の結果 
【2】土台・床組 

（構造） 
劣化事象等（ □ 有り ■ 無し □ 調査できなかった） □ 対象部位なし 

調査の結果 【3】床（構造）  劣化事象等（ □ 有り ■ 無し □ 調査できなかった） □ 対象部位なし 

内部 【2】土台・床組（構造） 

調査項目 確認内容 

（1）著しいひび割れ、劣化 

又は欠損 

■ ア  無 し  

□ イ  有 り （下表に記入） 

ａ．著しいひび割れ、劣化又は欠損が確認された場所 

（    ｂ

．最大のひび割れ幅 

） 

（ ）㎜ 

各部屋目視及び、レーザー測定器にて確認。 

ひび割れ、劣化、欠損なし。 

2階洋室(3)傾き3/1000。その他の部屋1/1000以下。 



◯知り合いの事業者のニーズ 
地元会合等で名刺を交換した事業者の中から、3 件ほど「国の補助⾦を利⽤しての ZEB 化リフォームに興味が 
ある」という相談を受けている。 
● 弱み 
◯売上⾼における新築⼯事割合の⾼さ 
新築の施⼯に売上の  80％以上が依存しているため、資材⾼騰やエネルギーコスト⾼騰などの世の中の情勢の変 
化の煽りを受けやすい。 
◯⾃社での集客⼒ 
現在、売上の 85%の「⼀般⼯事請負業」は取引先からの受注であり、⾃社直接でエンドユーザーに向けた集客
は⾏なっていないため、⾃社で顧客を獲得する際の営業⼒、集客⼒に課題がある。 
● 脅威 
◯下記「コロナによる業界の影響」「原油・物価⾼騰等の経済環境の変化による業界の影響」を参照。 

 

■コロナによる業界の影響 
・コロナ禍においてサプライチェーンが鈍化したこと、アメリカで住宅ローン⾦利が下がり住宅ブームが起き
たことにより⽊材需要が急増したことを受け、⽊材価格が⾼騰（ウッドショック）している。 
・巣ごもりでパソコンやスマートフォン・テレビの需要が増加したこと、コロナにより半導体の材料を製造す
る⼯場が停⽌したこと等の影響を受け、世界的な半導体不⾜が発⽣している。 
・半導体不⾜の影響により、給湯器やトイレ、システムキッチン、ユニットバス等の住宅設備の価格⾼騰が発 
⽣している。 
■ 原油・物価⾼騰等の経済環境の変化による業界の影響 
・ガソリン代や電気料⾦が⾼騰し、資材運搬のための運送費、資材加⼯時の電気代等のコストが上昇している。 
・ガラスや⽊材等の建築資材は輸⼊割合が⾼いため、円安の影響により価格が⾼騰している。 
■ 当社への影響 

経営状況（単位： 
円） 

2020 年 3 ⽉期 2021 年 3 ⽉期 2022 年 3 ⽉期 

売上⾼    
原価    

粗利率    
販管費    

営業利益    
・コロナで売り上げが減少した 2021 年 3 ⽉期と⽐べると 2022 年 3 ⽉期の売上は回復したものの、資材価格の 
⾼騰やエネルギー価格⾼騰の煽りを受け、粗利率が減少し続けている。 
・売上⾼を確保するため利益率の低い公共⼯事や⺠間競争⼊札⼯事を積極的に受注し、資材⾼騰や納期遅延リ
スクに対応するために先⾏して資材・⼯事等の発注を⾏う等、社員・協⼒業者⼀丸となった取組により 2022 
年 3 ⽉期の営業利益はなんとかプラスで着地している。しかしこれらの対策も限界に来ており、先⾏きが⾒えな
い状況である。 
・資材価格・エネルギー価格はコロナ前に⽐べ 1~3 割ほど上昇して⾼⽌まりしている。⼯事の⾒積もり額にもコ
スト⾼騰を転嫁せざるを得ず、当期（2023 年 3 ⽉期）は新築計画の規模縮⼩、延期・中⽌となるケースが増えて
おり、売上⾼の確保も難しくなってきている。 
・主要取引先の住宅メーカーも2023 年明けから販売価格の値上げを決定している。また、新築住宅販売数は前
年⽐からの減少を既に⾒込んでおり、当社への⼯事発注減少も避けられない状況にある。 



■ 事業再構築の必要性・緊要性 
・上述の通り、資材価格やエネルギー価格の⾼騰により利益の確保のみならず、売上の確保も難しくなりつつ
ある状況である。 
・利益率の⾼い新事業を⾏うことにより、売上⾼を確保しつつ粗利率を回復させていくことが急務である。 
・現在⾃社の売上⾼の 80%以上は新築⼯事によるものであるが、リフォームであれば既存の建物を利⽤する分、 
⽊材・鉄⾻・コンクリート等の資材コストや運送費等のエネルギーコストを抑えられ、粗利を確保しやすい。 
・既存事業で住宅の省エネ化リフォームは⾏なったことがあるが、事業⽤建築物の省エネ化リフォームは⾏っ
たことがない。 
・そこで、⼤胆な事業の再構築を⾏い、新事業として「事業⽤建築物のリフォーム」を⾏っていく。 
・単に劣化した建物を修繕するためのリフォームだけではなく、建物の省エネ化を実現する「ZEB  化リフォー
ム」を⾏い、⾃社で企画・設計もしていくことで、⾼付加価値なサービスとして単価を上げ、利益を確保して
いく。 

 

■ 新事業の概要 
新事業として、事業⽤建築物（事務所ビル、店舗、⼯場、倉庫等）の 
①建物状況調査、リフォームの企画・設計 
②⻑寿命化リフォーム 
③省エネ化（ZEB 化）リフォーム 
を⾏い、劣化した建物の「⻑寿命化＋省エネ性能向上」を実現するサービスを提供する。 
既存事業との⽐較は以下。 
 新事業 既存事業① 

⼀般⼯事請負業 
既存事業② 

住宅リフォーム事業 
対象 

建築物 
・事業⽤建築物 ・住宅 

・事業⽤建築物 
・住宅 

サービス
内容 

・企画・設計・建物状況調査 
・⻑寿命化リフォーム 
・省エネ化(ZEB 化)リフォーム 

・⼯事のみの受注（企画・設 
計・建物調査はしない） 
・主に新築⼯事（80％以上） 

住宅リフォーム 

集客経路 ⾃社集客 取引先からの受注 ⾃社集客 
顧客 「リフォームにより建物の⻑寿

命化・省エネ化を実現したい」 
という企業 

事業主・元請け（ハウスメー 
カー、ゼネコン、不動産デベ 
ロッパー等）から受注 

「⾃宅をリフォームしたい」
という需要のある、マイホー 
ムを持つ世帯 

 

■ 事業再構築指針該当性 
応募枠：通常枠 累計：新分野展開 補助事業計画名：ZEB 化リフォームによる既存建築物の有効活⽤事業 
◯既存事業：建設業 −総合⼯事業−⼀般⼟⽊建築⼯事業−⼀般⼟⽊建築⼯事業 
◯新規事業：学術研究、専⾨・技術サービス業 −⼟⽊建築サービス業−建築設計業 

項⽬ 要件 内容 
 ① 過去に製造等をした ・既存事業において、事業⽤建築物の省エネ化（ZEB  化 ）リ 
 実績がないこと フォームを⾏なった実績はない。 
  ・ZEB  化リフォームの際、⾼効率空調機や太陽光発電設備を 

製品等の ② 製造等に⽤いる主要な 導⼊するため、サービス提供に⽤いる主要な設備を変更する。 
新規性要件 設備を変更すること ・本社社屋をショールームを改修して事業を⾏うため、サービ 

  ス提供に⽤いる主要な設備を変更する。（詳細は後述） 
 ③定量的に性能⼜は効能が異 企画・設計を含めた ZEB 化リフォーム事業は、既存の⼯事請 
 なること 負業・住宅リフォームとは異なるサービスであり、定量的に性 
  能⼜は効能を⽐較することはできない。 



 
市場の 

新規性要件 

 
既存製品等と新製品等の 
代替性が低いこと 

・上記「新事業の概要」の「顧客」欄に記載の通り、新事業と
既存事業では対象とする顧客が異なり、異なる市場に向けてア
プローチをするため代替性はない。 
・むしろ、ZEB  の実績が⾃社の技術⼒のアピールとなり、既 
存事業（下請け⼯事業）の売上が伸びることが⾒込める。 

売上⾼ 10% 
要件 

新たな製品等の売上⾼が総売 
上⾼の 10％以上となること 

4 ヶ年計画終了時に、本補助事業が占める売上⾼の割合は 
11.5％となる⾒込みで、10％以上の要件を満たす。 

■新規事業⽐率（単位：千円） 
 

 直近実績 
(2022年3⽉期） 

2023年3⽉期 補助事業終了 年 
度(2024年3⽉ 

1年後 
(2025年3⽉期） 

2年後 
(2026年3⽉期） 

3年後 
(2027年3⽉期） 

4年後 
(2028年3⽉期） 

既存事業        
新規事業        

新規事業⽐率        

■ ZEB とは 
ZEB とは、Net Zero Energy Building(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の略称である。 
事務所や店舗等では、パソコン、電話、コピー機、冷暖房、照明、換気・空調等、様々な形でエネルギーが消
費されている。建物で使うエネルギーを削減（省エネ）しつつ、太陽光発電等によりエネルギーを創る（創エ
ネ）ことで、エネルギーの消費量が実質ゼロとなった建物のことを ZEB という。（右下図参照） 

また、ZEB にはエネルギー削減量に応じて、以下の４段階がある。 
ZEB（ゼブ） 従来の建物に⽐べて、エネルギー消費量を 100%削減。 

Nearly ZEB(ニアリーゼブ) エネルギー消費量を 75%削減。 
ZEB Ready(ゼブレディ) エネルギー消費量を 50%削減。（省エネのみ） 

ZEB Oriented(ゼブオリエンテッド) 建物の種類ごとに規定されたエネルギー消費量の削減を実現。 
リフォームでは既存の建物を利⽤するため、あらかじめ省エネ性能の⾼い材料で造れる新築に⽐べて「ZEB」 
（エネルギー消費量 100%削減）実現のハードルが⾼い。 
そのため、新事業では「ZEB Ready」（エネルギー消費量 50%削減）の実現を⽬標としていく。 
■ ZEB 化リフォームのメリット 

①光熱費の削減 省エネ＋創エネにより、光熱費削減をすることができる。 
②快適性/⽣産性の向上 室内温度が⼀定となるため快適に過ごしやすく、社員満⾜度や業務効率の向上に 

繋がる。 
③不動産価値の向上 不動産の資産価値向上に繋がる。 
④事業継続性の向上 災害時等においてもエネルギー⾃⽴がしやすく、事業の継続がしやすくなる。 

⑤環境への貢献 省エネ・創エネにより CO2 削減等の環境貢献に繋がる。 
⑥国の補助⾦利⽤ ZEB の基準を満たした場合、国の補助⾦による援助を受けることができる。 

（リフォームにかかった⾦額の 2/3 補助） 



■ サービスフロー 
①建物状況調査・企画・設計 
リフォームを⾏うために、事前に下記表にあげられるような建物状況調査を実施し、建物の状況に合わせた改 
修計画の企画・設計（事業⽤建築物の ZEB 化コンサルティング）を⾏う。 

建物調査内容 詳細 
安全・品質基準調査 従業員保護のため、建物の安全性や品質の調査を⾏う。 

劣化調査 ⻑寿命化のために、建物の劣化部分を調査する。 
エネルギー効率調査 窓、壁、天井、床の断熱性能の測定や、照明や空調のエネルギー効率調査を⾏ 

い、省エネ化のために必要な修繕箇所や設備の交換箇所を明確にする。 
調査を踏まえた

企画・設計 
・事業者様の需要に応じて、建物の耐⽤年数を踏まえた改修コストや事業収益 
のバランスを考えた改修計画を策定、提案。 
・災害時に建物内の資産の損害を最⼩限に抑え、事業の継続や早期復旧をしや 
すくするためのマニュアルを作成。（BCP 対策） 

②建物の⻑寿命化⼯事 
建物の⻑寿命化をするため、劣化部分を直すだけではなく、建物の耐久性や性能を引き上げる⼯事を⾏う。主
な⼯事内容は以下。 
・柱等の劣化の修繕。（鉄筋コンクリートのひび割れに対して、専⽤の樹脂を注⼊して補修する等） 
・壁や床などを耐久性の優れたものにする。（劣化に強い塗装をする、防⽔材に取り替える等） 
・⽔道、電気、ガス管等の交換 
➂ZEB 化リフォーム 
以下のような施⼯を⾏い、建物の省エネ＋創エネを実現する。 

省エネ ・床・外壁・屋根等の室内と屋外の境界となる部分について、断熱性能が⾼い素材への張り替え
や、断熱材の吹きつけを⾏い、外気の影響を受けづらくする。（外⽪断熱） 
・窓ガラスを⼆重構造ガラスに交換したり、内窓を取り付けることにより、窓の断熱性を⾼める。 
・これにより、建物内の気温が⼀定に保たれやすくなり、冷暖房によるエネルギー消費を減らすこ
とができる。 
・エネルギー効率のよいエアコンや空調システム、給湯器を取り⼊れたり、照明を LED 照明に交
換することにより、建物内のエネルギー消費量を⼤幅に削減する。（⾼効率設備の導⼊） 
・新築に導⼊される設備は、将来の使⽤実態が分からないことから、本来必要とされる設備の能⼒ 
（容量）に対して余裕を⾒込んだ過⼤な容量の機器が選定されている場合が多い。そこで、これま
での使⽤実態やエネルギー消費量に基づいて設備容量が⼩さい機器に更新することで、エネルギー 
消費量（ランニングコスト）の削減をする。（適切なダウンサイジング） 

創エネ 太陽光発電パネルの設置、蓄電池の取り⼊れ等を⾏い、建物内でエネルギーを創り出す。 
 

実際の ZEB 化リフォームの事例 



④設計委託 

③企画 

■サービス価格 
建物の規模や ZEB 化に必要な改修の範囲により異なるが、平均 5000 万円での受注を想定。 
例）3 階建てビルの ZEB 化改修にかかる費⽤概算 

建物調査 企画・設計(ZEB 化コンサル費） ⻑寿命化⼯事 ZEB 化リフォーム 合計 
1,000,000 円 5,000,000 円 20,000,000 円 24,000,000 円 50,000,000 円 

 
■ビジネスモデル図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
■ 新事業の具体的内容 
● 商圏 
本社から半径 30km 以内（豊橋市中⼼） 
● 想定顧客 
事業所を保有しており、「建物の環境性能を向上させたい」「エネルギーコストを削減し、⻑期⽬線での事業計画
を⽴てたい」等のニーズを持つ企業（従業員数 50 ⼈以下の中⼩企業、個⼈を想定。） 
● 新事業に係る投資（本社ビルの ZEB 化リフォームモデルケース化） 
⼀幸建設の本社ビルに  ZEB  化リフォームを施し、新事業のサービス内容を顧客に理解してもらうためのモデル
ケース兼ショールームとして利⽤する。現在会議・打ち合わせスペースとなっている２階部分をショールーム
に改装する。 
◯本社ビルの ZEB 化リフォームが必要な理由 
事業を⾏なっていない他の中古ビルを購⼊して ZEB 化リフォームのモデルケース・ショールームとして⽤いる
ことも考えたが、以下の理由により本社ビルをモデルケースとすることが必要であると判断している。 
 本社ビルの場合 中古ビルの場合 

快適性の 
⽐較 

社員満⾜度や業務効率が向上したかのデータ 
を取って顧客に⽰すことができる。 

事業を⾏なっていないため、社員満⾜度や業 
務効率のデータを取ることができない。 

エネルギーコ 
ストの⽐較 

光熱費がどの程度削減したかのデータを取 
り、顧客に⽰す事例とできる。 

事業を⾏なっていないため、光熱費の削減度 
合いのデータを取ることはできない。 

リフォーム⼯ 
程の説得性 

「ワンフロア、ツーフロアずつリフォームす
ることで、事業を継続しながらでも建物全体 
をリフォームできる」という事例を⽰せる。 

事業を⾏なっていないため、事業を継続しな 
がら建物全体をリフォームできるという事例 
を作れない。 

リフォーム過 
程の動画制作 

リフォーム過程の１つ１つ動画にすること
で、リフォーム開始〜完了までのイメージを 
伝えることができる。 

事業を⾏なっていないため、事業をしている
建物でリフォームを進める際のイメージを伝 
えづらい。 

②建物調査 
③企画・設計 

①リフォーム依頼 

顧客 
(依頼主) 

⼀幸建設 
(・建物調査 

・企画 
・⼯事 
・監理) 

④デザイン設計
委託 

設計監理
事務所 

⑥リフォーム完了・
引き渡し 

⑤⼯事割り振り 
・監督 

⾃社施⼯ 他⼯務店   設備⼯事
業者 

その他
関連業者 

専⾨⼯事
業者 



マーケティング⽀援 
・アライブ（株） 

リフォーム建材・設備⽀援 
・（株）LIXIL 

・住友林業クレスト 

経理・資⾦管理 
・深⾒秀彦 
・⼤森亮典 

 

営業マーケティング 
・筒井俊喜 

 

施⾏管理責任者 
・三浦⽂則 

 

現場設計監理責任者 
・⼭崎正志 

 

設計監理 
・（株）加藤設計 

 

統括責任者 
・⼭本敬輔 

〇ショールームの機能 
 

ショールームイメージ 
 
 
 

※あくまで、ZEB 化の訴求を⾏うための建物であり、あえて⼀部未完成の部分を残すことで ZEB 化リフォーム
の過程をより理解してもらいやすくするため、ZEB の認証取得⾃体を⽬的としない。 

 

● 既存事業の強みの活かし⽅ 
◯技術⼒のある⼤⼯の多さ 
リフォームは新築に⽐べて既存の建物状況に対して臨機応変に⼯事を⾏うため、マニュアル化しづらく、⼤⼯
に求められる技術のレベルが⾼い。また、施⼯⼯程の管理もマニュアル化しづらいリフォームの⽅が難易度が 
⾼くなるため、当社の⼤⼯、管理者の技術の⾼さが活かされる。当社では従業員の技術⼒を活かし、企画・設
計・建物調査・⼯事をワンストップで提供する。 
◯「建物状況調査」の実績 / ◯事業⽤建築物の新築・メンテナンス実績 
事業⽤建築物を ZEB 化リフォームするためには 
①既存建物の劣化部分の調査 
②既存建物の床や壁の断熱性能や、給湯器や空調機等の設備のエネルギー効率を調査
が必要である。当社は 
・事業⽤建築物の新築・メンテナンスを⾏なってきた実績があり、建物の構造をよく理解している 
・「住宅状況調査」を⾏なってきていることから建物状況調査の進め⽅を理解している 
点から、事業⽤建築物の調査についても効率良く進めることが可能である。 
◯公共⼯事格付けにおける最⾼評価 
当社は公共⼯事の受注範囲について最⾼ランクの A ランク評価を受けており、実績を⽰すことで、今後公共施
設の ZEB 化リフォーム（病院や学校等）も受注できる可能性がある。 

 

■ 実施体制 
実施体制は下記の通り。既存事業の新築受注数が減少してきており、主要取引先である住友林業からも来季の
新築着⼯数は減少すると⾔われているため、既存事業の業務に空きが出た部分の⼈的リソースを新事業にシフ
トし、選択と集中によりリソースの最適化を図る。新事業が軌道に乗るにつれ新たな⼈員を採⽤していく。 

動画と実際の
建物との⽐較 

建物調査⇨⻑寿命化⼯事⇨ZEB 化リフォームまで、リフォームの
過程を全て納めた動画を⾒せながら、実際の建物と⽐較してもら 
うことで、リフォームの具体的なイメージを掴んでもらう。 

ZEB 化に必要
な技術の説明 

・ショールームの壁は⼀部を完成させずに断⾯を⾒れる状態で残
しておき、断熱性を⾼める素材や技術への理解を深めてもらう。 
・模型やパネルを設置し、天井裏、床下の断熱の仕組みについて 
解説する。 
・省エネ化のために必要な⾼効率空調機、⾼効率換気設備や断熱 
窓等も実物を⾒ながら理解を深めてもらう。 

データの共 
有・シミュレ

ーション 

・社員満⾜度や業務効率の変化、光熱費の変化等について、実際
に本社で取ったデータを共有しながら解説。 
・リフォーム費⽤に対し、建物の⻑寿命化・快適性やエネルギー
コスト削減による事業収益の向上がどの程度あるのかをシミュレ 
ーション。（費⽤対効果の解説） 



◯統括責任者：⼭本敬輔 
⼀幸建設株式会社代表取締役。⼀幸建設の代表は先代から引き継いで 2 代⽬であり、１５年間経営・管理業務
を⾏なっている。新事業でも全体の統括を担当する。 
◯設計監理：株式会社加藤設計 
中京エリアで、新築の ZEB 設計実績が最も多い建築設計事務所。今回の新事業では、ZEB 化リフォームをする
際のデザイン設計や、当社への ZEB に関する研修を担当する。 
◯現場設計監理責任者：⼭崎正志 
「⼀級管理建築⼠」の資格を保有しており、普段は当社が受注する業務量の管理、案件期間やかける⼈数の管
理、当社所属の建築⼠が適した業務についているかの管理等を⾏なっている。今回の新事業では、設計図通り
に⼯事が⾏われているかをチェックする「現場設計監理責任者」を担当する。 
◯現場監督：三浦⽂則 
⼀幸建設の現場所⻑。既存事業において、ZEB  の新築⼯事時に⼯事現場の監督をした実績がある。新事業にお
いても、現場監督として⼯程の管理や職⼈の⼿配、材料の発注、安全管理、予算管理等を任せる。 
◯営業マーケティング：筒井俊喜 
当社営業部部⻑。普段は不動産仲介業・空き家開発等の不動産有効活⽤提案業務や、建築コンサルタント業務
の営業を勤めている。新事業における営業・マーケティングの責任者を任せる。 
◯経理・資⾦管理：深⾒秀彦、⼤森亮典 
普段は会社全体の経営管理、⼈事、財務、会計等の業務を⾏なっている。新事業における資⾦管理・報告業務
の担当を任せる。 
◯リフォーム建材・設備⽀援：株式会社 LIXIL、住友林業クレスト 
LIXIL・・・⽇本最⼤⼿の住宅設備メーカー。ZEB 化に必要な断熱材等の建材を仕⼊れる。 
住友林業クレスト・・・住友林業グループの⽊質内装建材メーカー。⻑寿命化⼯事に必要な合成樹脂接着剤や 
化学材料品等を仕⼊れる。 
◯マーケティング⽀援：アライブ株式会社 
名古屋を拠点とした Web 制作会社。建設業界の web マーケティング⽀援実績が多数あり、新事業における Web 
マーケティング⽀援を依頼する。 

 
■ 投資計画【単位：円】 

投資予定内容 資産性 発注先（予定） 概算⾦額（税抜） 
■⾃社モデルルーム建設費⽤ ◯   

建築物状況調査・報告書の作成  各建材メーカー・設備・⼯事業者 1,000,000 
設計監理費  株式会社加藤設計 5,500,000 
構造躯体劣化・⻑寿命化対策⼯事費  各⼯事業者（躯体・外装・給排⽔設備・他） 15,000,000 
省エネ（外⽪断熱・⽇射遮蔽）改修⼯事費  各⼯事業者（屋根・外壁・床・開⼝部） 16,000,000 
省エネ（設備）改修⼯事費  各⼯事業者（空調・照明・発電・蓄電・BEMS） 17,000,000 

⾃社モデルルーム建設費⽤合計 54,500,000 
■HP改修費 ◯ アライブ株式会社 3,000,000 
■チラシ、販促ツール制作費  アライブ株式会社 1,000,000 
■社員研修費⽤  資材・建材メーカー（代理店、他） 730,000 
■コンサルティング費⽤  アライブ株式会社 770,000 

全体合計 60,000,000 

◯⾃社モデルルーム建設費⽤（5450 万円 税抜） 
必要理由については上記「新事業に係る投資」を参照。 
◯HP 改修費（300 万円 税抜） 
アライブ株式会社に新事業⽤に HP 改修を依頼する。新事業の ZEB 化リフォームの概要と、本社ビルのリフォー
ム過程の動画を掲載する。 



営業・施⾏管理技術者研修 
HP改修、チラシ・販促ツール制作 
HPやSNS、チラシでの発信 
IKKO NEWSでの発信 
現場⾒学会（⼯事期間中適宜） 
本社ビルリフォーム 
建物状況調査 
本社ビルリフォーム打ち合わせ（加藤設計） 

4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 4週 3週 2週 1週 
2024年2⽉ 2024年1⽉ 2023年12⽉ 2023年11⽉ 2023年10⽉ 2023年9⽉ 2023年8⽉ 2023年7⽉ 2023年6⽉ 2023年5⽉ 2023年4⽉ 2023年3⽉ 項⽬ 

◯チラシ、販促ツール制作費（100 万円 税抜） 
また、アライブ株式会社にチラシ制作を依頼し、地域の事業者に ZEB 化改修⼯事の訴求をしていく（地域の事
業者への配布、経営者コミュニティでの配布等）。 
また、本事業に最適な販促⽅法についてコンサルティングを受け、必要に応じてパンフレットやブログ等の販 
促ツールの制作を依頼する。 
◯営業・施⼯監理技術者研修費⽤（73 万円 税抜） 
加藤設計事務所に ZEB 化リフォームに関する技術的ノウハウについて研修をしてもらう。 
また、リクシル等外部の資材建材メーカーから、ZEB 化に必要な建材についての研修を受ける。 
◯コンサルティング費⽤（77 万円 税抜） 
アライブ株式会社（建設業界のマーケティングに強い Web 制作会社）、株式会社シードコンサルティング（建
設・リフォーム業界中⼩企業に特化した経営コンサルティング会社）に  web マーケティング、地域戦略における
コンサルティングを依頼。 

 

■ 集客⽅法 
◯既にニーズのある事業者に提供 
繋がりのある法⼈・個⼈事業主の中には、改修⼯事を検討する時期にある事業⽤建築物を保有している⽅も多  
く、既に 3 件ほど「国の補助⾦を利⽤しての ZEB 化リフォームに興味がある」という相談をされている。特に、愛
知アサヒ販売株式会社は現在築  50  年の鉄筋コンクリートの⾃社ビルを保有しており、「⼀幸建設さんが新し く 
ZEB 化リフォームを始めるなら、依頼をしたい」と案件受注の確約をもらっている。 
◯IKKO NEWS での発信 
毎⽉ 300~350 ⼈ほどの法⼈・個⼈事業主に発信している「IKKO NEWS」で、ZEB 化リフォームについての発
信を⾏なっていく。 
◯同友会（経営者コミュニティ）での発信 
同友会内の事業者 300 ⼈ほどに向けてチラシ等を⽤いての宣伝を⾏っていく。同友会には事業所を有している 
会員が多くおり、コミュニティ内で調査したところ、会員の 6 割ほどが 10 年後までに事業所のリフォームが必
要になる想定である。 
◯HP や SNS、チラシによる発信 
⼀幸建設の本社ビルをモデルケースとして HP や  SNS、チラシで発信していくことにより、情報をキャッチし
た事業者様にニーズを持ってもらえるようにする。 

 

■ 事業化スケジュール 
以下のスケジュールで新事業を実施する。本社ビルリフォームを開始すると同時に、現場⾒学会や⼯事の様⼦
の IKKONEWS、HP や SNS 等での発信を開始することにより、販促を⾏なっていく。 

 



２．将来の展望(事業化に向けて想定している市場および期待される効果) 
●商圏 
本社から 30km 圏内の地域（豊橋市中⼼） 
● 想定ユーザー 
事業所を保有しており、「建物の環境性能を向上させたい」「エネルギーコストを削減し、⻑期⽬線での事業計画
を⽴てたい」等のニーズを持つ事業主（従業員数 50 ⼈以下の中⼩企業、個⼈を想定。） 
●市場ニーズ 
経済産業省、国⼟交通省、環境省は合同で建築物において省エネ・省 
CO2 対策の取り組みを⾏なっている。2030 年度には新築建築物の平均を 
ZEB にするという⽬標を定めており、⽮野経済研究所の調査によると 
ZEB 市場の規模は 2030 年度には 7059 億円にまで拡⼤すると予測されて
いる。そのため、充分な市場ニーズがあることが⾒込まれる。 
●市場規模 
・令和 3 年度の経済センサスの調査結果によると、豊橋市における事業所数は 16651 事業所、全国の従業員 50 
⼈以下の法⼈割合は 94.3％である。このことから、豊橋市における従業員 50 ⼈以下の事業所数は 15701 事業所
と想定。 
・商圏リサーチにおいて今後 10 年間の間に事務所や店舗のリフォームが必要になる事業者の割合が 60%ほどで
あったことから、豊橋市全体においても全体の 60%の事業所が今後 10 年間の間にリフォームをすると想定する。 
・そのうち 5%の事業所が ZEB 化リフォームをすると仮定し、今後 10 年間に豊橋市で ZEB 化リフォームをす
る事業所数を計算すると、15701×60%×5%=471 事業所となる。 
・上記より年間平均 47 事業所が ZEB 化リフォームを⾏うことになる。 
・1 件あたりの平均単価が 5000 万円であったとすると、市場規模は 5000 万×47＝23 億 5000 万円 となる。 
・当社における4 年後の新事業売上⽬標は上記市場規模の10.2％であり、⼗分に達成可能な数字となっている。 
（最終的に豊橋市における ZEB 化リフォームシェア率 50%を⽬指していく） 
● 他社と⽐較した場合の価格的・性能的な優位性・収益性 
商圏内の企業において、既に ZEB 化リフォームを⾏なっている事業者はいないため、⼀幸建設が初となる。今
後 ZEB 化リフォームに参⼊する可能性のある企業として、地元の公共⼯事 A ランク建設会社であるオノコム、
藤城建設、花⽥⼯務店を⽐較対象として⽤いる。また、参考として ZEB リフォームの実績のある⼤⼿である⼤
成建設（商圏は全国）も⽐較対象とする。 
 ⼀幸建設 他中⼩建設会社（オノコム、 

藤城建設、花⽥⼯務店） 
⼤⼿（⼤成建設等） 

価格的⽐較 企画・設計⇨建物調査⇨⼯事 ・集客や企画・設計をメイン ・集客や企画・設計をメイン 
 を ワ ン ス ト ッ プ で⾏えるた に⾏なっているため、建物調 に⾏うため、建物調査・⼯事 
 め、他社より有利な価格を提 査・⼯事は外注をする必要が は外注 
 ⽰しやすい。（平均施⼯価格 あり、割⾼になることが想定 ・⼈件費や広告宣伝費に多額 
 5000 万を想定） される。 をかけているため、割⾼にな 
   りやすい。 

性能的⽐較 ・⾃社で建物調査・⼯事を⾏ ・建物調査・⼯事は外注する ・建物調査・⼯事は外注する 
 うため、リフォームの質が安 ため、下請けの質にリフォー ため、下請けの質にリフォー 
 定しやすい。 ムの質も左右される。 ムの質も左右される。 
 ・⾃社で建物状況調査を⾏い ・建物状況調査や現場での⼯ ・建物状況調査や現場での⼯ 
 ノ ウハ ウを貯 めて いくこ と 事 のノ ウハウ が貯 まりづ ら 事 のノ ウハウ が貯 まりづ ら 
 で、より精度の⾼い建物状況 い。 い。 
 調査や効率的な⼯事計画の提   

 案ができるようになる。   



● 課題やリスク・解決⽅法 
課題・リスク 解決⽅法 

ZEB 化リフォームの事例がまだまだ少なく、必要性 
が認知されにくい。 

本社ビルを ZEB 化リフォームのモデルケースとする 
ことで、顧客に説得⼒のある訴求を⾏なっていく。 

既存事業は下請けや⼯事のみ請負が主であるため、 
⾃社での集客や営業の経験が少ない。 

建設業の  web  マーケティングに明るいアライブ株式
会社のコンサルを受けて本社ビルの事例を発信して
いく。また、ZEB  の実績が豊富な加藤設計と共に 
ZEB 化リフォームの提案技術を磨いていく。 

地⽅から⼈材が流出しており、新事業のための⼈材
の確保が課題となっている。 

ZEB 化リフォームの実績を作り、他社では⾝につけら
れないノウハウを⾝につけられることを発信する 
ことで⼈材の採⽤に繋げる。 

コロナや原油物価⾼騰の影響によるサプライチェー
ンの変化で、資材供給が安定的に得られないリスク 
がある。 

建物状況調査を丁寧に⾏い、既存建物の利⽤できる 
部分を最⼤限利⽤することで、必要となる新たな資 
材を少なくする。 

● 既存事業・新規事業の相乗効果 
・全国的にも ZEB 化リフォームを⾏なっている業者は少ないため、既存事業においても元請けに対して技術⼒の
ある建設会社というアピールがしやすくなり、案件の受注数上昇や単価上昇が期待できる。 
・「物件の購⼊後にZEB 化リフォームができる」という付加価値をつけることにより、⾃社で管理している物件 
の売れ⾏きが良くなり、不動産仲介業の売上⾼が上昇することを⾒込める。 
●地域貢献 
・新事業が軌道に乗るにつれて新たな⼈員を雇っていき、地域の雇⽤創出に貢献する。豊橋市から都市部に出 
稼ぎ⾏く職⼈も多い中、地元の職⼈の⾷いぶちを作っていく。 
・ZEB 化リフォームによりエネルギーコストの削減と⽣産性の向上に繋げ、地元企業に貢献する。 
・⾃社で集客をして既存物件のリフォームをすることにより、都市部に本社がある⼤⼿の下請けで⼯事を受注
するのに⽐べて地域にお⾦を落とすことができ、地⽅経済の活性化に貢献する。 
・地域の建物の環境性能を向上させ、魅⼒的な街づくりに貢献する。 
●デジタル技術の活⽤ 
・リフォーム後の事業⽤建築物の仕上がりのイメージ（外装、内装）を、VR を⽤いてシミュレーションを⾏う 
ことにより、図⾯だけではわかりにくい空間構成や空気感のイメージを伝える。 
・建物状況調査を⾏う際、⼀部を顧客から送ってもらった写真や動画で判断する仕組みを作ることにより、顧 
客に取ってはコストダウン、当社にとっては⼿間の削減に繋げる。（リモートでの建物状況調査の導⼊） 
・ショールームでの打ち合わせは 1 回のみとし、その後の打ち合わせはオンラインで⾏うことにより顧客の⼿ 
間を削減し、満⾜度の上昇に繋げる。（リモート打ち合わせ） 
● SDGs への貢献 
・まだ認知度が低く実例も少ない ZEB 化リフォームを⾏い、広めることにより、国の⽬標である「2050 年カー 
ボンニュートラル」に微⼒ながら貢献する。 
・既存建築物を取り壊して新築を⽴てるのではなく、既存の建物をできる限り利⽤することにより、「つくる責
任 つかう責任」の SDGs ⽬標に貢献する。 
・既存の建物の有効利⽤により、「空き家問題」の解決にも貢献していく。 
・建物状況調査で性能を正確に把握することにより、既存建築物で残せる部分はできるだけ残しつつ、効率良
く性能の低い部分を補っていく。無駄な廃棄をなくし、環境に優しいリフォームを⾏なっていく。 
● 複数事業者の連携 
「アライブ株式会社」にはマーケティング⽀援、「加藤設計事務所」には新事業におけるリフォームの設計や社員
研修を依頼するなど、複数の事業者と連携しながら取り組んでいく。 



● ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応した、感染症等に強い事業とするための施策 
「デジタル技術の活⽤」で記載した「リモートでの建物状況調査の導⼊」「リモート打ち合わせ」を⾏うことに 
より、ポストコロナ・ウィズコロナ時代に対応した感染症等に強い事業としていく。 

 
 

３：本事業で取得する主な資産 
■ 設備投資 
上述した「■投資計画」参照 

 
 

４：収益計画 
■ 資⾦調達⽅法 
令和 4 年 3 ⽉期においては、現預⾦ 578,928 千円保有しており、流動⽐率 118.9%、正常運転資⾦は 350,029 千 
円とプラスに推移している。また⾃⼰資本も 310,223 千円とプラス、営業キャッシュフロー(営業利益＋減償却 
費)は 56,360 千円と正常な状態にある。そのため⾃⼰資⾦は⼗分に余⼒があり、⾃⼰資⾦にて投資を実⾏するこ
とが可能であるが、突発的な事象にも対処できるように保守的に資⾦的余裕を確保するため、メインバンクで
ある岡崎信⽤⾦庫に借⼊を 60000 千円実⾏することを確約済みである。 
■ 数値計画（単位：千円） 
 直近実績 

(2022年3⽉期） 
2023年3⽉期 補助事業終了 年 

度(2024年3⽉ 
1年後 

(2025年3⽉期） 
2年後 

(2026年3⽉期） 
3年後 

(2027年3⽉期） 
4年後 

(2028年3⽉期） 
売上⾼ 1,939,066 1,704,524 1,647,000 1,726,500 1,771,500 1,845,000 2,095,000 

売上原価 1,766,590 1,552,910 1,492,450 1,556,826 1,597,823 1,651,902 1,870,002 
売上総利益 172,476 151,614 154,550 169,674 173,677 193,098 224,998 

販売費⼀般管理費 124,843 124,843 135,277 131,547 134,277 134,277 137,777 
営業利益 47,633 26,771 19,273 38,127 39,400 58,821 87,221 
経常利益 54,018 33,156 25,658 44,512 45,785 65,206 93,606 

⼈件費 59,979 59,979 63,479 66,979 70,479 73,979 77,479 
減価償却費 8,727 8,727 10,161 10,161 10,161 10,161 10,161 
付加価値額 116,339 95,477 92,913 115,267 120,040 142,961 174,861 

伸び率    24.1% 29.2% 53.9% 88.2% 
従業員数(役員含む) 34 34 35 36 37 38 39 
従業員１⼈あたり付 

加価値額 
3,422 2,808 2,655 3,202 3,244 3,762 4,484 

従業員１⼈あたり付 
加価値額 伸び率 

   
20.6% 22.2% 41.7% 68.9% 

■ 数値算出根拠（単位：千円） 
● 既存事業 
◯売上 
新築がメインである⼀般⼯事請負業は徐々に減少予想。住宅リフォーム事業や不動産仲介業は徐々に増加予想
で算出している。 

 

 
直近実績 2023年3⽉期 補助事業終 

了年度 
1年後 2年後 3年後 4年後 

⼀般⼯事請負⼯事業 1,704,524 1,512,985 1,350,000 1,330,000 1,320,000 1,310,000 1,300,000 
住宅リフォーム事業 243,871 185,154 200,000 250,000 300,000 300,000 500,000 
不動産仲介業 25,472 13,798 20,000 20,000 25,000 30,000 30,000 
エネルギー事業 12,565 27,894 27,000 26,500 26,500 25,000 25,000 
計 1,986,432 1,739,831 1,597,000 1,626,500 1,671,500 1,665,000 1,855,000 



●新事業 
◯売上 
1 件あたりのリフォーム平均単価はスタート期は 5000 万円、実績を積むことで徐々に⼤型の案件も受注するよ
うになることを想定し、3 年後からは 6000 万円として想定している。（単価内訳は、上述の「サービス価格」参
照。 
建設業界中⼩企業専⾨の経営コンサルティング会社であるシードコンサルティングによると、チラシ・SNS に
よる販促や既存顧客への訴求により、1 年⽬で年間 2 件、5 年⽬には年間 10 件ほどの問い合わせが⾒込まれる
という。モデルルームを⽤いたリフォーム提案により、成約率 40~50%を⾒込み、下記の案件受注数の仮定で
試算している。 
 補助事業終了年度 1年後 2年後 3年後 4年後 
リフォーム受注数 1 2 2 3 4 
単価 50,000 50,000 50,000 60,000 60,000 
合計売上⾼ 50,000 100,000 100,000 180,000 240,000 

◯原価 
原価は売上の 75%を想定。 
◯販管費 
⼯事の際の外注費・建設資材や運搬費等は原価に含めるため、新事業における主な販管費は⼈件費、広告宣伝
費、減価償却費となる。⼈件費については新事業⽤の⼈員を 4 年後までに 3 名増やすことを想定。広告宣伝費、
減価償却費は上述の「投資計画」を参照しつつ算出した。 
 補助事業終了年度 1年後 2年後 3年後 4年後 
⼈件費 3,500 3,500 7,000 7,000 10,500 
広告宣伝費 4,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
減価償却費 1,434 1,434 1,434 1,434 1,434 
研修費 730 0 0 0 0 
外注費（コンサル料） 770 770 0 0 0 
合計 10,434 6,704 9,434 9,434 12,934 

 
■ 最後に 
地⽅建設業は前述してきた様に、コロナに端を発した資材⾼騰、⼈⼝減少による新設住宅着⼯⼾数の減少、職 
⼈の⼈材不⾜など、多くの課題に直⾯しています。 
これまで我々の業界は拡⼤⼀辺倒で未開地開発や新築事業、資材を⼤量に消費し、既存建築を取り壊しての新
築量産により市場規模を維持・拡⼤してきました。我々、地⽅建設業もその下請けとして恩恵にあずかってき
たわけですが、その事業モデルには既に限界が⽣じていると感じています。 
⾼度経済成⻑期を終え、⼈⼝減少に向かって⾏くなかで、多くの資源エネルギー（⼈・物・⾦）が必要な新設
事業モデルから、事業⽤建築物のリサイクル『ZEB  化リフォームによる既存建築物の有効活⽤事業』事業へと
転換することが地⽅建設業の⽣き残る道であり、また地域経済のインフラ整備の維持に持続可能なカタチで貢
献できる事業だと考えています。 
また地域の環境や⾵⼟、防災的な⾒地、資産的価値や市場性の⾒極めなど、地道なネットワークを構築し、地
域に根差し共に歩む当社こそが本事業の担い⼿であると信じています。 


